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表 3.1.【施策③】 施設の対策優先順位の考え方 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.4【施策③】 長寿命化計画策定によるコスト縮減と予算の平準化 

個別施設の修繕優先度

評価項目 判定 配点
項目の重

み 評価項目 判定 配点
項目の重

み

要配慮者利用施設、避難所、公共施設 30 要配慮者利用施設、避難所、公共施設 40

緊急輸送道路、鉄道 20 緊急輸送道路、鉄道 20

国道、県道 10 国道、県道 10

重要施設なし 0 重要施設なし 0

砂防堰堤：家屋50戸以上
砂防堰堤以外：家屋10戸以上

20
砂防堰堤：家屋50戸以上
砂防堰堤以外：家屋10戸以上

30

砂防堰堤：家屋10戸以上50戸未満
砂防堰堤以外：家屋5戸以上10戸未満

10
砂防堰堤：家屋10戸以上50戸未満
砂防堰堤以外：家屋5戸以上10戸未満

20

砂防堰堤：家屋1戸以上10戸未満
砂防堰堤以外：家屋1戸以上5戸未満

5
砂防堰堤：家屋1戸以上10戸未満
砂防堰堤以外：家屋1戸以上5戸未満

10

家屋なし：0戸 0 家屋なし：0戸 0

竣工年不明の施設
昭和52年以前に竣工した施設

20

共通：竣工年不明の施設
地すべり防止施設：平成2年以前に竣工した施設
急傾斜地崩壊防止施設：昭和57年以前に竣工した施設
雪崩防止施設：急傾斜地崩壊防止施設に準じる

30

上記より後に竣工した施設 0 上記より後に竣工した施設 0

石積、組石コンクリート 30 100 100%

石積、組石コンクリート以外
（コンクリート、鋼製等）

0

100 100%

竣工から
の

経過年数
20%

竣工から
の

経過年数
30%

堤体材料 30%

計　　

計　　

家屋数
（人家
戸数）

20%
家屋数
（人家
戸数）

30%

砂防堰堤・渓流保全⼯ 地すべり防⽌施設・急傾斜地崩壊防⽌施設・雪崩防⽌施設

重要保全
施設の

有無※1
30%

重要保全
施設の

有無※1
40%
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【施策④】新たな土砂災害リスク箇所に係る早期の危険周知 

（１）新たな土砂災害リスク箇所の事前公表 

防災砂防課では、高精度な数値標高モデル(5mDEM)を用いて、新たに土砂災害のおそれの

ある土砂災害基礎調査実施予定箇所として約 18,700 箇所を抽出した。 

過年度の実績では、最大で 1,600 箇所/年 の区域指定に留まっていたことを踏まえると、

新たに抽出した 18,700 箇所の区域指定は、10 年程度要すると想定されるため、基礎調査前

に住民に対し「新たな土砂災害リスク箇所」を周知し、有事の際の早期避難に繋げていただ

くことは、非常に重要である。 

そこで、砂防総合情報システム（MIDSKI）にて新たな土砂災害リスク箇所である「基礎調

査実施予定箇所」を地図上に事前公開（令和 6 年 5 月）した。それに先立ち県では市町村へ

向けた説明会を行うことで本情報を伝達しており、市町村から住民へ確実に周知いただく

よう促している。 

今後は、土砂災害警戒区域等の指定が完了した箇所から順次砂防総合情報システムに区

域を表示していき、利用者にとって視認しやすいシステム構築に努めていく。 

 

 

図 3.1.1【施策④】土砂災害警戒区域の指定範囲及び基礎調査実施予定箇所の公表範囲のイメージ 

 航空レーザ測量の高精度な地形情報を基に、新たな危険箇所を抽出する。 

 新たな危険箇所については、基礎調査着手前に、砂防総合情報システム（MIDSKI）に

て事前公表し、市町村へ共有する。 

 航空レーザ測量成果を活用した現地調査の省力化等に取り組むことで、基礎調査のコ

スト・事務量を縮減し、指定スピードを上げる。 
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図 3.1.2【施策④】 基礎調査実施予定箇所の公表イメージ 

 

（２）基礎調査のコスト・事務量の削減への取り組み 

一方で、警戒区域の指定スピードを上げる取り組みも求められる。そのためには基礎調査

事務の簡素化、及びコスト縮減の観点が重要となる。 

新たな基礎調査の取り組みについては、航空レーザ測量を県内全域で実施することで、砂

防基盤図作成と土砂災害警戒区域設定の際に行う現地調査の作業量低減を図っている。 

また、従来は全指定箇所において「住民調査」「住民説明会」を行っていたが、「住民調査」

は法定義務のない地権者調査や公図登記簿調査を省略して居住者調査のみとし、「住民説明

会」も県広報や市町村の広報誌への掲載の周知で代替する等の工夫をすることとする。 

また、指定事務については、多大な作業を伴うことから、年間を通して、指定時期の平準

化を図ること等、事務の効率化を図る工夫を行う。 
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【施策⑤】災害情報の伝達の工夫と防災教育・防災訓練による住民意識の啓発 

 

（１）災害情報の伝達の工夫 

●土砂災害警戒情報の発令 

土砂災害警戒情報は、防災砂防課と仙台管区気象台との合同発表であり、発表基準とな

る危険降雨量については、これまでも新たな降雨データや土砂災害のデータに基づき見直

しを行ってきたところだが、今後も最新の観測技術等を用いて降雨予測の精度向上に取り

組む等、情報の信頼度の向上に努めていく必要がある。 

最近では、乱立して複雑化した注意報や警報などの「防災気象情報」をわかりやすく見

直す気象庁と国土交通省の有識者検討会が立ち上げられ、ばらつきのあった基準や名称、

発表主体を整理し、洪水や土砂災害、高潮といった災害の種別ごとに統一する案を示して

おり、数年後の運用開始が見込まれているため、本県としても引き続き注視していく。 

 

 土砂災害の履歴を精査することで、気象台と共同で土砂災害警戒情報の精度向上に

取り組む。 

 土砂災害防止のための講習会や出前講座による防災教育を行う。また要配慮者利用

施設に対し避難計画策定を支援する。 

 市町村へ、ハザードマップを活用した防災訓練を促す。 
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出典：国土交通省 水管理・国土保全局砂防部資料 
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●砂防総合情報システム（MIDSKI）の活用 

宮城県砂防総合情報システムでは、大雨により土砂災害の危険が高まっている地域の可

視化や、降雨の予測、土砂災害警戒情報、大雨による気象警報・注意報等を知らせるメール

配信等を行い、市町村が避難勧告等を発令する際の判断や住民が自主避難をする際の参考

として情報を発信しており、今後も、市町村や住民が利用しやすいシステムを維持していく。 

また、本システムは、平成２６年度より現在のシステム構成である「シングル構成」とし

て運用してきた。しかしシングル構成は、サーバのどこかで不具合が生じた際に、全体の機

能が停止してしまうデメリットがあったため、現在複数のサーバによる相互運用である「冗

長構成」へ改修を行っており、システムの機能停止が発生しないよう運用していく。 

 今後は、近年スポット的なゲリラ豪雨による土砂災害が頻発していることを踏まえる

と、土砂災害警戒情報を補足するための情報発信を行う本システムは、将来的にはメッシ

ュごとに表示するのみではなく、市町村の避難勧告発令単位（学区や地区等の単位）ごと

に、降雨指標が土砂災害発生危険基準線を上回る地区を自動表示するなどの変更も視野に

おくべきと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シングル構成 冗長構成 

図 3.1【施策⑤】砂防総合情報システム（MIDSKI）について 

土砂災害の危険が高まっ

ている地域を可視化 
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●警戒避難体制構築の際の取り組み 

土砂災害警戒情報は住民の避難行動に直結する防災情報であるため、市町村は当該情報

が発表された場合は、「空振り」を恐れず避難を呼びかけることが重要であるのは言うまで

もないが、夜間や未明、明け方にかけての避難行動を極力回避できるよう、こうした時間帯

に土砂災害警戒情報の発表が予想される場合にはその可能性を踏まえ、避難指示等の発令

を早めに判断する必要がある。 

また、警戒避難体制を構築する際は、指定緊急避難場所への避難が困難になった場合に備

え、急傾斜地の崩壊や土石流の流出が予想される区域からできるだけ離れている場所や、で

きるだけ高い場所、強固な建物の上層階などの比較的危険度の低い避難場所を確保する等、

“次善策”としての避難路・避難場所も考えた柔軟性のある計画とする必要がある。 

さらに、大雨に気づいた際、既に立ち退き避難が困難だと判断される場合は、屋内でも上

階の谷側に待避する等の行動を住民へ意識づけする取り組みも重要である。 

 

（２）防災教育・防災訓練による住民意識の啓発 

●土砂災害防止のための講習会や出前講座を利用した防災教育 

 

 

出典：国土交通省 水管理・国土保全局砂防部資料 
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 平成 30 年 7 月豪雨では、防災教育を受けた地域の生徒が家族へ避難を促したことにより、

土砂災害から逃れた好事例があった。また、令和 4 年 8 月の豪雨では、新潟県村山市におい

て、過去の災害を教訓とし、一次避難場所から高台への二次避難をすることで難を逃れた事

例も見られた。 

このように、事前避難で難を逃れた事例がみられ、防災教育の重要性が再認識されてきて

いることから、引き続き土砂災害防止のための講習会や出前講座の開催に取り組み、住民等

の土砂災害への理解を深め、避難の実効性を高めていくことが重要である。 

 県防災砂防課では、県内の学校や町内会に対し、押しかけ出前講座を開催することで、地

域の防災意識の向上に資する活動を続けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.1 学校向けの出前講座（R7.9） 写真 3.2 町内会向けの出前講座（R5.9） 

出典：国土交通省 水管理・国土保全局砂防部資料 




